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女性の活躍推進に係るアンケート調査 
 

平 成 ２ ８ 年 ８ 月 

名 古 屋 商 工 会 議 所 

名 古 屋 市 

 

【調査概要】 

◎目  的   

女性の活躍推進についての意識調査を実施することで、今後の名古屋商工会議所の取り組みや 

名古屋市の施策や事業の参考とする。調査概要は下記のとおり。 

◎調査時期  平成２８年６月２２日～７月２２日 

◎方  法  Ｗｅｂを使ったアンケート調査、ＨＰ、メール等で依頼・回収 

◎対  象  名古屋商工会議所会員企業、名古屋市男女平等参画推進会議構成団体所属企業等 

◎回答状況  回答企業  ２２６社

◎回答企業の内訳                                         

【業種】                  【規模】 
               

製造業 ６０ 社 ２６．５％ 

建設業 ３６ 社 １５．９％ 

卸売業 ２２ 社 ９．７％ 

小売業 １６ 社 ７．１％ 

サービス業 ６３ 社 ２７．９％ 

その他 ２９ 社 １２．８％ 

 
 
 
 

※ 全ての質問について、割合は四捨五入を行っているため、必ずしも合計が100.0%にならない。  

【調査結果のポイント】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～20 人 ９４ 社 ４１．６％

21～50 人 ３２ 社 １４．２％

51～100 人 １７ 社 ７．５％

101～300 人 ２０ 社 ８．８％

301～500 人 １５ 社  ６．６％

501～1,000 人 １４ 社 ６．２％

1,001～3,000 人 １９ 社  ８．４％

3,001 人以上 １５ 社  ６．６％

Point1  回答企業のうち、約４割の企業は、女性の活躍に向けた取り組みを「積極的に推進してい

る」と回答。「積極的とは言えないが推進している（推進していく予定）」と回答した企業

を含めると７６．３％の企業が女性の活躍に向けた取り組みを進めている。 

Point2 取組内容については、「採用拡大や正社員への登用」との回答が最も多く、次いで「勤務時

間の柔軟化」、「出産育児等がハンディとならないような人事制度の導入」との回答が多い。

Point3  女性の活躍を促進するメリットについては、「良い人材を採用しやすくなる」との回答が最も

多く、次いで、「職場の雰囲気が良くなる」、「企業イメージが良くなる」との回答が多い。 

Point4  女性の活躍推進を進める上での課題については、「女性の家事や育児の負担を考慮する必要

がある（時間外労働・深夜勤務させにくい）」との回答が最も多く、次いで「女性が就ける

業務が限られている」との回答が多い。 

Point5  行政に期待する支援については、子育て支援や介護保険の「サービスや相談窓口の周知」

との回答が多いほか、「成果を挙げている企業の具体的な取り組み事例の紹介」、「社会全体

としての機運の醸成」との回答が多い。 
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【従業員に占める女性の割合】 

▼７割弱の企業が「４０％未満」と回答。一方、「６０％以上」と回答した企業も 1 割以上

ある。 

 

 

 

 

【女性管理職比率】 

▼７割の企業が「５％未満」と回答。一方、「３０％以上」と回答した企業も１割を占める。 

 

 
 

 

【女性の活躍推進に係る意識】 

▼３９．５％の企業が「積極的に推進している」と回答。「積極的とは言えないが推進して

いる（していく予定）」と回答した企業を含めると、７６．３％の企業が女性の活躍推進

に向けた取り組みを進めている。 

 

 
 

 

66.8% 19.1% 14.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

40％未満 40～60％未満 60％以上

70.4% 7.6%

5.8%

2.2%

11.2%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

5％未満 5～10％未満 10～20％未満 20～30％未満 30％以上 わからない

39.5% 36.8% 15.7%

4.5%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

積極的に推進している 積極的とは言えないが、推進している（していく予定）

必要性は感じているが、推進することは難しい 特に必要性を感じておらず、推進していない

わからない



3 

 

【女性の活躍に向けて推進している取り組み（複数回答）】 

▼回答の上位３位は、 

１位 「女性従業員の採用拡大、パート契約社員から正社員への登用」 ・・・ ４９．３％ 

２位 「短縮勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化」 ・・・ ４６．７％ 

３位 「出産や育児等による休業がハンディとならないような人事制度の導入」 ・・・ ３６．９％ 

 

【女性の活躍を推進することのメリット（複数回答）】 

▼回答の上位３位は、 

 １位 「良い人材を採用しやすくなる」 ・・・ ５６．７％ 

 ２位 「職場の雰囲気が良くなる」 ・・・ ５１．８％ 

 ３位 「企業イメージが良くなる」 ・・・ ４８．２％ 

 

16.9%

2.7%

12.9%

17.3%

19.6%

24.9%

28.0%

29.3%

36.0%

36.9%

46.7%

49.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

特にない

企業内託児所や学童保育所などの設置

評価者に女性を含めるようにする

トップの女性活躍推進に関するメッセージの発信（イクボス宣

言を含む）

女性の採用や昇進における数値目標の設定

意識改革のための教育・研修機会の確保

女性の活躍に向けた社内の推進体制（担当部署、指導者の設

置、ノー残業デーの実施など）の整備

女性の管理職への積極的登用

男女ともに異動や担当業務についての本人の意向確認

出産や育児等による休業がハンディとならないような人事制度

の導入

短縮勤務・フレックスタイム等、勤務時間の柔軟化

女性従業員の採用拡大、パート契約社員から正社員への登用

8.0%

13.8%

21.4%

33.9%

39.3%

43.3%

48.2%

51.8%

56.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

特にない

販路拡大につながる

新たな製品・サービスの開発につながる

従業員の勤務年数が長くなり、職場内にノウハウが蓄積する

従業員のモチベーションが向上し生産性が上がる

従業員のワーク・ライフ・バランスの向上につながる

企業イメージが良くなる

職場の雰囲気が良くなる

良い人材を採用しやすくなる
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【女性の活躍推進にあたっての課題（複数回答）】 

▼回答の上位３位は、 

 １位 「女性の家事や育児の負担を考慮する必要がある（時間外労働・深夜勤務をさせにくい）」 

 ・・・ ３５．１％ 

 ２位 「女性が就ける業務が限られている」 ・・・ ３０．６％ 

 ３位 「活躍を望む女性が少ない」 ・・・ ２２．１％ 

 

 

【社員による育児休業・介護休業制度の利用実績】 

▼育児休業制度については、６割弱の企業が「女性の利用実績がある」、２割弱の企業が  

「男性の利用実績がある」と回答。 

▼介護休業制度については、男女とも利用実績がある企業が２割弱にとどまる。 

 

18.0%

3.6%

9.5%

11.7%

12.2%

15.8%

17.6%

18.5%

20.7%

22.1%

30.6%

35.1%

0% 10% 20% 30% 40%

特にない

女性の活躍推進の手法がわからない

コストや労力がかかる（業績にすぐに反映しない）

顧客や取引先を含む社会一般の理解が不十分

日常の業務が忙しく取り組む余裕がない

転勤や部署間異動をさせにくい

働きやすい職場環境（制度や設備）を整備する負担が重い

上司や同僚の男性の認識、理解が不十分

結婚や出産で退職する女性が多い

活躍を望む女性が少ない

女性が就ける業務が限られている

女性の家事や育児の負担を考慮する必要がある（時間外労働・

深夜勤務をさせにくい）

17%

19%

17%

56%

34%

30%

44%

9%

37%

40%

33%

32%

12%

11%

6%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

介護休業（男性）

介護休業（女性）

育児休業（男性）

育児休業（女性）

利用された実績がある 全く利用されていない 対象者がいない わからない
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【育児休業・介護休業制度が利用されない理由（複数回答）】※育児・介護休業制度が「全く利用されていない」

と回答した企業のみ。 

▼育児休業制度が利用されない理由として、女性については、「制度の対象となる従業員が

少ない」と回答する企業が約５割を占める。一方、男性については、「制度の対象となる

従業員が少ない」との回答に加え、「制度利用者の業務を代替できる体制にない」、「日常

の業務が忙しい」、「制度が利用しやすい雰囲気（環境）になっていない」という回答が  

それぞれ３割程度となっている。 

 

 

▼介護休業制度が利用されない理由としては、男女とも「制度の対象となる従業員が少ない」

という理由が最も多く約４割を占める。 

 

 

10.6%

7.4%

19.1%

31.9%

31.9%

29.8%

28.7%

21.1%

5.3%

15.8%

5.3%

5.3%

0.0%

47.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

わからない

保育所や介護保険サービスを利用するなど、育児や介護に対処

できているから

制度が十分に周知（理解）されていないから

制度が利用しやすい雰囲気（環境）になっていないから

日常の業務が忙しいから

制度利用者の業務を代替（カバー）できる体制にないから

制度の対象となる従業員が少ないから

育児休業（女性） n=19 育児休業（男性） n=94

11.4%

15.7%

21.4%

24.3%

25.7%

21.4%

41.4%

15.6%

14.1%

14.1%

18.8%

18.8%

18.8%

43.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

わからない

保育所や介護保険サービスを利用するなど、育児や介護に対処できてい

るから

制度が十分に周知（理解）されていないから

制度が利用しやすい雰囲気（環境）になっていないから

日常の業務が忙しいから

制度利用者の業務を代替（カバー）できる体制にないから

制度の対象となる従業員が少ないから

介護休業（女性） n=64 介護休業（男性） n=70
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【行政に期待する支援】 

▼回答の上位３位は、 

 １位 「子育て支援サービスや相談窓口の周知」 ・・・ ３８．２％ 

 ２位 「成果をあげている企業の具体的な取り組み事例の紹介」 ・・・ ３５．６％ 

 ３位 「社会全体の機運醸成（キャンペーンの実施など）」 ・・・ ３１．１％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.3%

10.7%

11.6%

17.3%

23.6%

27.6%

28.4%

28.9%

29.3%

30.2%

31.1%

35.6%

38.2%

0% 10% 20% 30% 40%

特にない

女性の活躍を推進するためのアドバイザー・コンサルタントの

派遣

就職希望者への資格取得、スキルアップセミナーなどの実施

学生へのキャリア教育の実施

女性の活躍を推進するための管理職に向けたセミナーや研修会

などの開催

女性従業員に向けた人材育成セミナーや研修会などの開催

女性の活躍に向けた支援制度の紹介などの情報提供

結婚、出産などを機に退職した女性の再就職に向けた教育訓練

女性同士の情報交換や異業種交流会などのネットワークの構築

介護保険サービスや相談窓口の周知

社会全体の気運の醸成（キャンペーンの実施など）

成果をあげている企業の具体的な取り組み事例の紹介

子育て支援サービスや相談窓口の周知
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【名古屋市が実施している企業の認定・表彰制度に求めるメリットについて（複数回答）】 

▼回答の上位３位は、 

 １位 「企業ＰＲの充実（名古屋市主催のイベントでの事例発表など）」 ・・・ ４４．９％ 

 ２位 「女性の活躍推進企業認定・表彰制度、認定マークの社会全体への認知度の向上」 

・・・ ３９．８％ 

 ３位 「認定・表彰企業の取り組みを学生や大学などへＰＲする機会の充実」 ・・・ ３８．４％ 

 

 

27.3%

6.5%

14.8%

15.7%

38.4%

39.8%

44.9%

0% 10% 20% 30% 40%

特にない

名古屋市長や市幹部職員との意見交換の実施

認定・表彰企業同士の意見交換会、異業種交流会

などの開催

名古屋市の入札・契約における優遇措置の導入

認定・表彰企業の取り組みを学生や大学などへPR
する機会の拡充

女性の活躍推進企業認定・表彰制度、認定マーク

の社会全体への認知度の向上

企業PRの充実（名古屋市主催のイベントでの事例

発表など）


